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1　はじめに
　現在、中国においては、民法「物権法」の立法作業が、中国民法学界の
総力を挙げて急ピッチで進められている。これに呼応して、日本の民法学
のいくつかのグループも、共同で物権法に関するシンポジウムを開催して
きた。また、早稲田大学比較法研究所と中国社会科学院法学研究所は、従
来から箇所間学術協定を締結しており、その関係を基礎に、特に民法部門
では「物権法」立法問題を取り上げて、両機関に所属の民法研究者による
シンポジウムや研討会を行ってきた。
　そして、昨年の10月には、中国社会科学院が、法学研究所民法室主任・
孫憲忠教授の責任の下で、「物権法」に関する大規模な国際シンポジウム
を開催した。これは、中国国内はもとより、台湾、ドイツ、日本（早稲田
大学、東京大学、名古屋大学、立命館大学）の民法学者が参加し、おそらく最
終的なシンポジウムと目されるものであった。
　ところで、中国の物権（所有権）制度、否、法律制度全般は、基本的に、
旧ソ連系の社会主義的法理論を基礎としており、ただ、経済システムだけ
は「市場経済」を取り入れているのである。したがって、法理論の基礎
は、「社会主義ないし共産主義」法制度であるといってよい。それを基礎
として、「市場経済」の法制度、すなわち資本主義的商品理論＝私的「所
有」理論を導入しようとしているわけである。このような、「木に竹を接
ぐ」的法制度の構築は、困難を極めている。しかし、それ以上に、立法作
業を困難にしているのは、社会主義的所有観念を基礎としつつも、中国独
特の「所有」体制が、特に農村部において築かれていることである。ま
た、中国民法学者の大半が、守旧派、すなわち社会主義・共産主義的所有
理論を堅持していることもある。
　このような状況の中でのシンポジウムは、それ自体は大いに意義のある
ものであるが、しかし、時として、議論が噛み合わない場面が出てくるの
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である。これは、中国民法学者が西欧の所有権理論を理解しないというよ
りもむしろ、我々が、中国の「所有権」観念一すなわち、社会主義的所
有権理論と中国農村部の「生きた」所有権観念一を理解しえないためで
ある。
　本稿は、このような両国の問題意識の相違に直面しての、近江と孫との
共同研究の成果である。とりわけ、中国において存在している現実の「所
有権」の多様性と市場経済との関係、および、守旧派イデオロギーとの理
論的対立の構図を鮮明にしている。これによって、これまで必ずしも十分
に紹介されなかった中国「所有権」制度と、現在の物権法立法作業が直面
している困難な問題の一斑が理解されるであろうし、そのことは、同時
に、日本の民法学界に対しても寄与するところが大であろう。
　なお、本稿の完成に際しては、劉　迫君（早稲田大学比較法研究所助手）と
許　林君（早稲田大学大学院博士課程）からの大きな助力を得たことを付記す
る。
II「国家所有権」をどのように基礎づけるべきか？
　（1）旧イデオロギーに基づく「国家所有権」概念
　旧ソ連法学により築かれたイデオロギーに基づき、現在中国での法学に
関する様々な著書は、「国家所有権」を所有制度の高級形式と認めている。
「憲法」および「民法通則」などの法律は、この所有権に最高の地位を与
えた。これによって、「国家所有権」は、神秘かつ神聖な光を持ち、所有
権類型の中で政治的傾向を強く帯びた。そのため、消極的な結果として、
「国家所有権」に対する分析と研究を行うにあたり、法律学上の規範を用
いることを困難にした。
　「国家所有権」の基本規則は、中国物権法の中に、明確に規定されるべ
きである。しかし、われわれが制定しようとする物権法は、市場経済の要
求に適合し、物権法法理に適合する法規範であるならば、従来のイデオロ
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ギーによる「国家所有権」がもつ神秘的な傾向を排除しなければならず、
科学的な事実に基づいて真理を検証し、「国家所有権」に関するあるべき
規範を基礎づけなければならない。
　まず、私たちは、従来のイデオロギーが国家所有権に与える神秘的な傾
向を脱しなければならない。これによって、「国家所有権」が真の法律学
における所有権になるであろう。「国家所有権」を公有制における最高形
態とすることは、市場経済の基本的要求に適合しない。従って、私たち
は、ソ連法学の考え方を放棄する勇気を持つべきである。このことができ
れば、物権法の中に、「国家所有権」制度を設立するにあたって、解決し
なければならない問題はずっと簡単になる。
　（2）「国家所有権」概念の問題点
　現在、中国法学界における主導的な考え方では、物権法学における「国
家所有権」に関する多くの問題点をすべてうまく説明できるものではな
い。例えば、一
　①　ソ連以来、社会主義「国家所有権」は、国家が労働人民全体を代表
して、国家が主体となる所有権であると定義されている。一方、物権法の
基本規範によれば、物権の主体が確定的なものでなければならないという
ことである。しかし、「国家所有権」の法律関係において、「労働人民全
体」は、所有権の法律関係の主体としては確定的なものではない。
　②　上の権利とは、主体に対して民法的利益を与えることおよび主体の
行為によって引き起こされた民事責任を負うことを意味している。
　「国家所有権」が「労働人民全体」の所有権である以上、「労働人民全
体」の中の各人は、「国家所有権」から利益を享受できることになってい
る。旧体制の下では、国が社会構成員全体の出産、養老、治療、葬式、就
学および就職などの各責任を負っていたというのがその例として挙げられ
る。しかし、市場経済の条件下では、社会におけるほとんどの構成員は、
「国家所有権」に基づく直接の利益関係から離脱し、「国家所有権」を無理
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やりに「労働人民全体」の権利だと解釈したが、この考え方は、法学上う
まく説明することはできない。
　③　政府公権力は、市場経済体制および法治国家の原則を基礎にし、社
会管理と社会公共利益への奉仕という目的にのみ使用されるべきである。
市場メカニズムに介入し、その強制力を利用して、政府機構のために収益
をあげてはいけない。しかし、国が社会の大量の経営資産および財産資源
の所有権を把握した場合には、政府は、必ずその占有している資産を利用
して、利益を獲得する行為を行うであろう。それは、中国に市場経済体制
を築くという基本的な目的に違背する。旧体制および従来のイデオロギー
に基づいた「国家所有権」は、対象としている財産の規模が巨大であるば
かりでなく、範囲も極めて広い。そのうち、一部の財産は必ず市場に入る
が、一部の財産は市場に入ることがない。以前、政府公権力が市場経済メ
カニズムに入ったことによってもたらされた大問題を解決するために、
「両権分離」という理論が使われたことがある。そして、実践されたが、
成功しなかった。つまり、政府側が所有する経営資産は、政府公権力を借
りて市場メカニズムに入る際の問題を解消できないということである。
　④　「国家所有権」の理論の基礎は、全体的「国家利益」の一致性であ
る。即ち中央利益と地方利益との全体的一致であり、各分離させることは
できない。しかし、この理論状況は、市場経済条件の下において中国公権
力が統制している財産権の実状に全く合わない。1995年以来、中国では
「分税制度」が実施され、地方政府と中央政府にそれぞれ独立の徴税権が
認められた。分税制度の基礎は、中央利益と地方利益との明確な区別であ
る。さらに指摘すべきことは、税収は法律上、政府が所有権を取得すると
いうことである。従って、「分税制度」を実施するのは、実際のところ、
既にある領域において所有権が地方政府に認められたにすぎない。
　⑤　地方政府が投資したものは、中央政府が「国家所有権」の名義でそ
れを回収することはできない。この事実は、地方政府が既に所有権を持っ
ていたことを裏付けた。地方政府所有権および業種所有権を認めないこ
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と、地方政府が投資の法律関係において主体的地位と自己所有利益が否定
されることは、現実上極めて大きな摩擦が発生するし、また実際上も意味
を持たない。マスコミが報道する中原製薬工場事件は典型的な事例の一つ
　（1）
である。
　現実を無視して、中央政府と地方政府との分級所有権を規定したことに
よって、法律と経済との混乱状態を引き起こした事例は、枚挙にいとまが
ない。例えば、北京市が十数億の人民元を投資して、京塘港を建設した
が、それによって近くの天津港の輸送力が30パーセント減少したのであ
る。このように地方政府間で利益を奪い合うことは、「国有企業」に「国
家所有権」が存在せず、地方政府の所有権しか存在しないことを示してい
　　　（2）
るのである。
　要するに、旧来の「国家所有権」の理論では、中国の現実状況をもはや
適切に説明することはできない。事実に基づいて真理を検証する原則を認
めるのであれば、「国家所有権」を改造する必要性を認めるべきである。
その目標を達成するためには、法律上の法理に従うこともできるし、市場
経済の先進国の一般的なやり方を参考にすることもできる。
　（3）「国家」の意義
　民法学において、我々が一般的にいう「国家」には、実際上2つの意義
がある。第1は、国際法における「国家」であって、領土、主権および住
民の3つから形成され、他の国家に対して独立の統治地域である。「国家」
（1）　「中原“航空母艦”欄浅剖析」（中原“航空母艦”が欄坐することを分析する）。
『沿海時報』1998年3月2日第5面の報道によれば、「国家」は鄭州の郊外に18億の
人民元を投資した。「国家」、即ち、中央政府、河南省政府、鄭州市政府は当該企業
の投資利益の獲得のために、絶えない争いを発生させた。その結果、企業が「完成
した」日は企業の破産の日ともなった。現在、企業の負債はすでに30億人民元に上
った。具体的な案件の情報は拙作、「物権法的基本範疇即主要制度反思」（「物権法
の基本範疇及び主な制度に対する反省」）を参照。『法学研究』1999年度第5－6期。
（2）　「環渤海：如何振翼高飛」、『光明日報』1997年12月3日。
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は、「地球上の確定的部分に生活し、法律上組織され、かつ、自らの政府
　　　　　　　　（3）を持つ人の集合」である。正確に言えば、「国家」は、「継続的に1つの領
土を占有している人民が、共通の法律あるいは習慣に従って、政治上1つ
の実体となる。また、組織された政府を媒介として、領土の範囲内ですべ
ての人と物を統治し、地球上の他の共同体に宣戦布告、講和条約締結およ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）び国際組織加盟などの独立の主権を行使する」ことを意味する。この意義
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）における「国家」は、抽象的な意義を持つ「国家」と称されている。
　第2の意義は、国内法上の概念であって、統治されている住民に相対す
る最高の統治機構を意味する。即ち広義的中央政府の意味である。
　第1の意義における「国家」は、物権法上における「国家」ではない。
これは、領土という特定の客体に対する国際法上の権利を享受できる場合
を除き、民事上の権利の主体とはならない。国家が民事上の権利の主体と
なる場合は、第2の意義における「国家」の概念しか適合しない。即ち広
義的中央政府の意味である。
　（4）「国家」と「国家所有権」
　世界的にみて市場経済の国家ないし地域においては、「国家」の法律形
態の基本法理に基づいて、公共財産に対する所有権は政府所有権あるいは
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）公法人の所有権として規定され、かつ、政府所有権とは、「各級政府」が
（3）　『牛津法律大辞典』（光明日報出版社1988年）851頁以下。
（4）　“A　people　permannently　occupying　a　fixed　territory　bound　together　by
common－law　habits　and　customs　into　one　body　politic　exiercising，through　the
medium　of　an　organized　gover㎜ent，independent　sovereignty　and　control　over
all　persons　and　things　within　its　boundaries，capable　of　making　war　and　peace
and　of　entering　into　intemational　relations　with　other　communities　of　the
globe．”Black’s　LawDictionary，FifthEdition，ST．Paul　Minn．WestPublishing
Co．1979，Page1262．
（5）　Deutsches　Rechtslexikon，Ban（i3，Verlag，C．H．Beck，1994，Seite490－491
（6）　「各級政府」とは、中央人民政府と地方各級人民政府をいう。地方各級人民政
府については、「中華人民共和国地方各級人民代表大会及び地方各級人民政府組織
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それぞれ有している所有権であるとされる。それらは、「国家所有権」の
概念で把握されていたこともある。しかし、その時の「国家所有権」と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）は、立法または立法解釈により明確にされた中央政府の所有権である。市
場経済の「国家」では、公共財産の運用は公共の目的に適合しなければな
らない。即ち、その目的とは、社会の管理および公共利益を提供すること
であり、私法上の目的のために絶対に公共財産を使用してはならない。つ
まり、公法上の法人が自ら利益を得てはいけない。このことは、公権力が
統制する財産をもって、市場メカニズムに参加する機会を厳格に制限しな
ければならないことを意味する。
　それに対して、市場経済の国の法律は、公権力の構成形態を明確に規定
する。例えば、連邦制、中央集権制および中央地方分権制などである。法
律に従って、公権力の形式が確定するのと同時に、公法人の財産の所有権
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8〉が確定する。これは、一般に「公法人の私有所有権」の理論と言われる。
この理論の要点は、一
　①　公法人の持つ財産の使用は、公法が定めるこの種の法人の設立目的
に適合しなければならない。
　②　法人の所有権は、この法人に帰属し、その構成員または上級政府に
対しては、政治的責任および道義的責任しか負わない。民事上の法的責任
法」第54条および第55条に定められている。その内容は、次のとおりである。
　　第54条　地方各級の人民政府は、地方各級の人民代表大会の執行機関であり、
　　　地方各級の国家行政機関である。
　　第55条①地方各級の人民政府は、当該等級の人民代表大会及び上級の国家
　　　行政機関に対し業務に責任を負い、かつ、業務を報告する。
　　②　全国の地方各級の人民政府は、いずれも国務院が統一して指導する国家行
　　　政機関であり、国務院に従う。
　　③　地方各級の人民政府は、法により行政職権を行使しなければならない。
（7）例えば、中国の1930年に制定した旧土地法第4条では、「本法で称する公有土
地は、国有土地、省有土地、市・県有する土地あるいは郷鎮有土地である」と規定
している。本条での国有土地とは、地方政府と区別して、中央政府の土地である。
（8）　孫憲忠『徳国（ドイツ）当代物権法』（法律出版社1997年）176頁。
　　　　　　　　中国物権法立法における「所有権」問題（近江／孫）　　9
は負わない。それ故、この所有権は人民大衆の共有権ではない。この考え
方は、中国にとっても大いに参考になる。
　（5）新たな「国家所有権」概念とその機能
　従って、法理と事実という両方に適合する結論は、以下のとおりであ
る。すなわち、一
　第1に、中国物権法における旧来の「国家所有権」に関する規定は変え
られなければならず、「公共法人の所有権」または「政府法人の所有権」
という制度を新たに設け、「国家所有権」（即ち、r中央政府所有権」）および
「地方所有権」の区別を明確にしなければならない。そうすれば、「国家所
有権」という概念を留保することができ、公共法人所有権のうちの一類型
になる。即ち、「中央政府所有権」である。しかし、これは公共財産全体
に対する所有権ではない。政府が等級を分け、それぞれの所有権を有する
が、依然として公有制である。その根拠は上述したとおりである。
　第2に、これを基礎として、天然資源、経営資産および非経営資産を明
確に区別し直し、政府所有権は、天然資源と非経営資産だけを対象とし、
公共権力は公共の利益のためだけに行使されることを確保する。経営資産
に関しては、公共法人は株主の権利またはその他の権利だけを享有できる
が、所有権を享有する必要がない。これによって、公共権力が市場メカニ
ズムに入るルートを切断する。
　第3に、政府が持っている企業に関しては、投資の法律関係に基づき、
その権利の帰属が確定されるべきである。どの等級に属する政府が投資す
るかによって、どの政府が企業の主人公になるかが確定する。複合的投資
の場合、企業は出資持分又は分配分によって、その帰属を確定する。
　中国においては、旧来の国有企業、即ち、通常世にいう公共企業は、今
後とも長期的に存在する。公共企業というのは、政府側が一部または全部
を把握し、コントロールする権利を有する企業である。しかし、西側の市
場経済の「国家」では、公企業は一般的に競争能力を具備していないし、
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具備すべきではない、あるいは具備し難い。政府が投資し、かっ、コント
ロールするのは、社会安定のためである。例えば、フランス、ドイツで
　　　　　　　　　（9）は、公企業が多く存在する。中国ではそれらの国の社会体制とは相違する
ため、政府は、競争能力を具備している企業（公共企業）を確実に把握すべ
きである。市場経済が正常に発展するためには、行政の利益独占と公権力
の濫用を排除し、政府が企業に対して、コントロールする方法を変えなけ
ればならない。従来の所有権に対するコントロールは、株主の権利に対す
るコントロールに変わる。この方法は採用するに値しよう。
皿　「集団所有権」の改造
　（1）曖昧な「集団所有権」
　「集団所有権」も公有制の方式の一種であり、伝統的な社会主義法の中
で非常に重要な地位を占めている。しかし、物権の一種として、物権法に
おいていかに規定すべきかという問題については、改めて研究しなければ
ならない。「集団所有権」の法律形態をいかに規定するかという問題は、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）中国人口の大多数を占めている農民および数多くの「都市、鎮」の住民の
利益に影響を与える。従来のイデオロギーにおいては、「集団所有権」は、
政府的な色彩をもつ権利ではないにもかかわらず、強い政治的な意義を持
つ権利である。従って、この権利に対する法理の検討が問題となる。この
権利は、必ず市場メカニズムに入るに違いないので、物権法においてこの
権利をいかに処置するかが極めて重要である。しかし、正直にいえば、中
国の現行法におけるこのような所有権に関する規定および通説の解釈は、
（9）　克労斯・格林教授著、漏文光、裏描紅『連邦徳国（ドイツ）的社会市場経済』（中
央編訳出版社・1994年）第64頁以下。
（10）　「都市」は都会であり、「鎮」とは、田舎（農村地域）における「町」（非農業人
の集まっている居住区）をいう。中国では、農村部にっいて、戸籍制度上、農業人
口（農業人区）と非農業人口（非農業人区）とに分けられている。したがって、「鎮」
は、「都市」と同様に扱われている。
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さまざまな面で法理に合わないのである。
　（2）法律上の「集団所有権」概念
　「憲法」第8条および「民法通則」第74条の規定によれば、「集団所有
権」は、「労働大衆の集団組織」が持つ権利である。これも多くの法学著
書の一般的な解釈である。しかし、「労働大衆集団」とは、いったい誰で
あるのか？　民事主体の一種であるならば、どういう民事規範に基づき規
定、組織するか？　その法律形態はどのようなものであるか？　以上の問
題は、「集団所有権」の立法の基礎であるが、法律上および法政策上にお
いては、何も規定されていない。民法上の民事権利主体には、法人、自然
人および非法人団体の三種類がある。しかし、「集団所有権」の主体であ
る「集団組織」は、法人ではないし、非法人団体でもない。勿論自然人で
もない。それ故、「集団所有権」の主体は、現行民法学と繋がらない。こ
の状況が、物権法におけるこの所有権に関する具体的な制度の設計に対し
て困難をもたらしている。いったい民法上の主体制度を改めて作るべきな
のか？　それとも、集団所有権自体を改めて作り直すべきなのか？　より
一層思案する必要があるであろう。
　（3）農村部の「集団所有権」
　農村の「集団所有権」は、そもそも「共同労働、共同分配」、「搾取をな
くす」という政治的目的のため、農村の集団経済組織設立後に形成された
　　　　　　　　（11）所有権の形態である。数十年の後、「共同労働、共同分配」という農村の
集団経済組織は、中国ではほとんど消滅したが、このような組織の所有権
は現在も残留している。現在、人々がこの所有権に言及するとき、この所
有権を設けた当時の政治的な目的については、ほとんど検討されていない
（11）　「1956年一1967年、全国農業発展綱要」の序言部分。『中華人民共和国経済法規
選編（1949年一1979年）』（中国財政経済出版社1980年）106頁以下、及び韓延竜著
　『中華人民共和国法制通史、（上）』（中国共産党と党校出版社1998年）271頁以下等。
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にもかかわらず、この所有権が有する神秘的な政治的傾向は、依然として
温存されている。
　物権法立法上および物権理論上、まず、この所有権の主体を明確にしな
ければならない。この所有権を依然として「集団所有権」の一種だと定義
すれば、まず、集団とその構成員の間の法律関係にっいて、民商法の基本
原則に基づき規定されなければならない。これまで、集団とその構成員の
間の関係は、法律上規定されなかったが、実際に行われていた「共同労
働、共同分配」という原則は、原始共産主義の社会モデル、即ち氏族社会
モデルに近い。しかし、この考え方は、実際には成功しなかったことが証
明された。そこで、よい提案の一つとしては、集団と構成員の間の関係を
株式化させ、構成員に集団に対する民法上の権利義務関係を持たせ、集団
　　　　　　　　　　（12）に法律上の所有権を持たせる、ということである。この考え方は市場経済
の要求に適合し、民主かつ科学的に集団財産権を行使する目的が達成され
よう。これは推し進めるに値する法律経験の一つである。
　（4）都市・鎮の「集団所有権」
　都市・鎮の「集団所有権」は、現行法の中でのもう一つの「集団所有権」
の形式である。しかし、この所有権の法律上の状態と理論上の状態は、実
際の経済生活に全く合わない。現実には、都市・鎮の「労働集団所有権」
も二つの形態がある。一つは「大集団」と称し、もう一つは「小集団」と
称する。「大集団」は20世紀の70年代に、当時の「無職の青年」の就職問
題を解決するため、ある機構または企業事業部門が投資して、開設した企
業を指している。その投資は、政府からではないので、集団企業だと称さ
れる。「小集団」とは、20世紀の50年代の中葉、「社会主義改造」の時代
に、元の個人小商工業経営者、手工業者が株主になって形成した集団企業
のことを指している。この二つ種類の企業の政治的な区別は、「大集団」
（12）筆者（孫）が1996年12月に広東省で調査したところによれば、当該省の南海市農
村は集団所有権に対し、このような改革を行った。それは非常に効果的である。
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が国有企業に類似する待遇を享受できることにある。
　物権法の中に都市・鎮の「集団所有権」に関する規定を創設するとき、
主な問題は、都市・鎮の集団の主体は如何なるものかを判断することであ
る。「大集団」についていえば、この「集団」の中には、現行法および法
学者一般が言う「共同労働、共同分配」の大衆または構成員がまったく存
在せず、雇員しか存在しない。それ故、この「集団」は従来の「集団」と
は性格を異にする。社会主義改造の時代において株主となる形式で形成さ
れた集団組織は、その構成員と集団の関係については典型的民商法の関係
に属するものであった。それ故、その所有権は物権法において比較的規定
しやすい。しかし、長年の変化を経た後、この構成員と集団組織との間の
法律関係はもはや存在しなくなった。集団は既に有名無実になった。例え
ば、もともとは大衆が株主になって設立した信用協同組合は、90年代から
続々と改名して、株主との法律関係は切断された。
　（5）新たな問題と「集団所有権」制度改造の必要性
　「集団所有権」制度の規定は、単に理論上の問題だけではなく、重大な
現実的問題でもある。例えば、近年、農村地域の経済発展の中で、農業用
地を建築用地に転換するという法律問題が数多く出てきた。一部農村のリ
ーダ達は、農民の基本的な生活需要を考えず、農耕用地を非公式に売却し
た。農民が土地を取り戻そうとして裁判を提起したとき、法院はいつも農
民が土地に対して直接の権利を持たないという理由で、訴えを却下する。
いわゆる「集団所有権」の関係においては、農民が権利の主体ではないか
らである。都市・鎮の企業では、近年、企業の所有者は、いったい誰であ
るかという争いがしばしば発生する。地方政府は、集団企業を売却して、
労働者が失業に直面するとき、労働者と政府のどちらも企業に対して全権
利を有すると考えている。しかし、法律では、どちらも真正の権利者では
ない。このような問題は、法律では、解決できないものであって、社会の
安定および大衆の利益に対する損害が極めて大きい。
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　以上の分析により以下の結論が導かれる。中国の都市・鎮の「集団所有
権」の形成過程においては、非法律的な要素が極めて大きな役割を果たし
てきた。現行法または一般の法学者が解釈したこの所有権は、物権法の基
本原理と完全に乖離してしまった。これによって、物権法において、この
権利を規定する難しさが増加した。この所有権は一般的に都市・鎮の「集
団」企業の権利であるから、市場メカニズムに組み入れられうる権利であ
る。市場経済体制の要求に基づき、中国現行法における都市・鎮の「集団
所有権制度」は改造されなければならない。改造するための合理的な方法
は、企業の設立の原則と投資法律関係の基本モデルに従って、その所有権
を投資者の権利と企業の権利に改造すべきである。一概に「集団所有権」
を称してはならない。
　集団所有権をどのように改造するかということは、単なる理論問題に留
まらない。例えば、中国の農村地域で、近年、ある地方の農民が、勝手に
土地を売却してしまったという理由で村長を告訴したが、その原因は、村
長が農民の基本生活の需要を考えずにこっそり土地を売却したことであっ
た。農民は土地を保全するため、その土地を取り戻すことを要求し、人民
法院に訴えを提起した。その結果、法院は農民が土地に対して直接の権利
を持たないという理由で農民の訴えを却下した。集団所有権の関係におい
ては、農民個人が集団所有権の主体ではなく、しかも現行法の解釈と学者
の見解によれば、農民個人の構成員という資格と集団所有権との間に法律
関係がないからである。このことは、集団所有権と農民との非民法的関係
が農民の利益を保護できないことを物語っている。都市・鎮の集団所有権
の行使に際して、この所有権の主体は誰であるかがいつも争いとなるが、
人民法院は全く解決できない。現行法における集団所有権制度がもたらし
た問題は、結局、司法を通じて解決できなければ、この所有権の正当性に
問題がある。物権法上の法理により、集団所有権を改造するならば、上述
の問題が解決できるであろう。
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IV　企業法人所有権の明確化
　（1）企業法人所有権制度
　企業法人は自己が持っている財産に対して所有権を有する。中国法では
　　　（13）
「三資企業」の法人および民営企業法人の所有権について規定した。これ
は、法理論上全く間題がない。しかし、イデオロギーの問題で、公有企業
の財産所有権を承認しなかった。特に国有企業の財産的権利に関する問題
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）については、今日になっても合理的な解決策が見出せない。「両権分離」
ということでは、うまく説明できない。「公司法」（会社法）では「財産権」
という言葉を使用し、企業法人の権利性質を表現している。しかし、財産
権という言葉の法的意味は依然として正確ではない。それは企業財産の権
利を明確に定義しているわけではない。企業所有権にっいては、企業が市
場経済の主な参加者であり、中国の市場経済に対して特に重要な意義を持
っていることに鑑み、物権法上の法理論に基づいて規定されなければなら
ない。
　企業法人の財産権とはいったいどういう権利であるか、物権法にこの権
利を規定すべきかどうかという問題については、学説上様々な見解があ
る。一つの見解は、国有企業の公司化（会社化）に改組後、国家と企業との
（13）外国投資家（投資企業）は、中外（中国と外国）合資経営企業、中外（中国と外国）
合作経営企業および外資企業に分けられる。これら三種の企業を「三資企業」と称
する。
（14）　「両権分離」とは、国有企業改革における所有（権）と経営（権）の分離を指す。
すなわち、国家は（国有）企業の所有権を有し、（国有）企業は自主経営権を有する。
中国政府は1984年以来、国有企業改革のための特別な政策を実施してきた。工場長
責任制、利潤請負制、利改税（利潤上納制から法人税納付制への変更）、揆改貸（財
政資金供与から銀行融資への変更）、政企分離（経営上の政治と企業の分離をいい、
政府が国有企業の経営に介入しないこと）、経営請負制などである。「両権分離」
は、その改革の要となる基本的な課題である。国有企業改革のポイントの一つは、
この分離による国有企業のコーポレートガバナンスの強化にある。
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財産関係は公司法（会社法）の範疇に属するとして、公司法（会社法）の原理
に基づき、国家が株主権を有し、企業が法人財産権を有すると構成する。
なお企業財産権には、様々な性質を持つ権利を含んでいる。例えば、土地
の使用権は用益物権に属する。工場建物およびその他の建物の権利は不動
産所有権に属する。機械、設備、車両などの権利は動産所有権に属する。
企業名称の権利は人格権に属する。特許権、商標の権利は知的財産権に属
する。それぞれの関係法律の規定を適用すべきである。それ故、物権法で
は、「企業財産」の帰属問題を概括して規定しない方がよい。この原則に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15〉よれば、物権法には企業法人の権利類型を規定すべきではない。
　この見解は企業法人の財産権の内容を正確に表現している。確かに、企
業法人の財産権は複合型の権利であり、単一の権利ではない。しかも、企
業が有する財産権の中には、所有権を包含する。しかし、この見解に対し
て、次のような問題を提出することができる。中国の現行法に基づけば、
企業法人は土地使用権、知的財産権を有することは全く問題がない。しか
し、この見解に従えば、「企業法人は工場用建物および建物に対する不動
産所有権を有し、機械、設備、車両などの動産所有権を有する」という結
論を導くことができるかどうか？　答えは明らかに否である。中国の現行
法の枠内では、企業法人はこれらの不動産所有権と動産所有権をいまだ享
有できない。1988年に制定され、今日でも依然として有効である「企業
法」に基づけば、全人民所有制企業は経営権という権利しか有しない。
1995年に制定された「公司法」（会社法）第4条の公司（会社）の財産権の規
定によれば、企業法人、特に公有制企業法人が依然としてこれらの所有権
を享有できないということになっている。
（2）物権法における企業法人所有権の位置づけ
（15）　この見解に従って形成された中国物権法課題グループ「中国物権法草案建議
稿」は、企業法人の権利について、規定していない。中国物権法課題グループ「中
国物権法草案建議稿」（社会科学文献出版社・2000年）を参照。
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　所有権が企業財産権において中核な地位を占めることに鑑み、物権法に
おいて企業法人所有権を規定することの必要性は非常に高い。物権法は、
企業法人一国有企業法人を含めて一が、所有権を有することを宣告す
べきである。これによって、企業の市場経済への移行の法律的基礎を明ら
かにし、国有企業は真の法人になるべきである。企業法人所有権の具体的
内容は、将来の民法典総則の社団法人に関する規定により、補充できよ
う。
V　財団法人所有権の独立性の承認
　財団法人、即ち、寄付法人は、財産集合体の上に設けられた法人の類型
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）である。その財産所有権は明確な特徴がある。現在、中国の財団法人は現
実にたくさん存在している。各種の基金会法人、宗教法人、寄付資金で設
立した学校法人および医療衛生機構法人等は、現実の社会で大きな役割を
果たしている。しかし、彼らの財産権の問題に対しては妥当な法律上の保
護措置がいまだに存在していない。中国「民法通則」においては、財団法
人という法人を規定していないし、その所有権も規定されていない。現行
法において、財団法人およびその所有権と社団法人およびその所有権には
区別がない。この点は法理論に合わないし、現実の発展をも妨害する。
　それ故、財団法人に関する所有権は、物権法の中に明確に規定されるべ
きである。財団法人の財産所有権に関係するものは、宗教法人、基金会法
人、寄付資金で設立した病院法人、学校法人等である。物権法において、
これらの法人が占有している財産の所有権を明確に承認すべきである。こ
れらの財産を財団法人が自ら有する所有権として規定すべきである。それ
と同時に、関係する法的環境を整備するため、政策上の特別な措置の導
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（17）入、例えば、宗教政策の導入も極めて必要なことである。
（16）孫憲忠「財団法人的所有権及中国宗教財産帰属問題初探」中国法学1990年第4
期。
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VI私有財産所有権の平等的保護
　（1）私有財産所有権に対する伝統的考え方
　伝統的な社会主義法学、あるいは旧ソ連法から導入した法学によって、
公共財産所有権は神秘化され、それと同時に、私有財産所有権に対する、
大変な偏見が生じた。しかし、現在、市場経済の下では、私的経済が大き
な役割を果たしており、この情況下で、人民大衆の富に対する正当な追求
およびそれに対する保護が強く要求されているのである。しかし、上記の
　　　　　　　　　　　　　　　　（18）法学は次のような現実に全く適合しない。1997年中国共産党第十五回全国
代表大会が開催されたとき、および1999年の中国最高立法機関が「憲法」
を改正した後、この情況は根本的に変わった。しかし、従来のイデオロギ
ーの根強い影響で、中国法は私有財産所有権に対する偏見をいまだ全面的
に取り除いたというわけではない。それ故、数多くの法律・法規では、公
（17）現行法制度の下では、宗教財産の帰属は明確ではない。関係政策によれば、カ
　トリック教、キリスト教およびギリシャ正教教会の建物は中国教会が所有する。仏
教の寺院、道教の社の建物、イスラム教寺院等は、「宗教を信仰する大衆の集団」
が所有する。しかし、不動産が登記されるとき、如何なる寺院、社、教会堂の不動
産であっても、宗教協会所有と登記されている。これは明らかに宗教財産の性質に
違背している。孫憲忠「財団法人の所有権および中国宗教財産の帰属問題の初検
討」『中国法学』1990年度第4期を参照。
（18）私有経済が現在の中国経済と人民生活の中で、どのような役割を果たしたかに
ついて、孫憲忠「物権法的基本範疇即主要制度反思」（「物権法の基本範疇及び主な
制度に対する反省」）『中国法学』1999年度第6期57頁以下の第一部分を参照。その
他、『参考消息』の報道によれば、1998年における国内市場の総生産高の中で、私
営企業の生産高は33％、国有企業の生産高は37％を占めた。その他の部分は、農
業、「三資企業」および混合所有権形態の企業である。（イギリスの『金融時報』
2000年5月11日付報道参照。2000年5月15日付『参考消息』にある「民営企業は中
国の経済の発展に対する役割が大きい」という題名の報道を引用）。
　　「三資企業」については、私的経済に属すること、および、農業経済の中で個人
請負者は私的経済の性質を持っていることから考えれば、現在、私的経済による国
民経済生産高が公有企業のそれを超えたということが認められる。
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権力が私有財産所有権を犯すこと許容し、助長している部分も少なくな
い。基本財産権の立法として、物権法を制定し、私有財産所有権に対する
偏見をなくすための努力をし、それに対応する制度を設け、私有財産所有
権に対する偏見を正す措置として、公権力が私有財産所有権に対して不当
に侵害することを制限しなければならない。
　（2）私有財産所有権の侵害に対する補償の必要性
　公権力が私有財産所有権を侵害することに対して制限を課すことについ
ては、西側の市場経済の国にはたくさんの成功した立法経験がある。例え
ば、ドイツの基本法、即ち、ドイツ憲法第14条第1項は、「所有権と継承
権は保護される。その内容および制限は法律で規定する」と規定してい
る。同条第3項は、「所有権を剥奪することは、公共の福祉のためにしか
許容されない。所有権を剥奪することは、法律または法律の原因に基づい
てのみ行われる。当該法律は、損害賠償の方法および措置を規定してい
る。当該損害賠償は、公共の利益と当事者の利益を公平に評定した後、確
定されなければならない。損害賠償に対する争いがあれば、地方裁判所に
　　　　　　　　　　　　　　　（19）訴えを提起してもよい」と規定している。ドイツのワイマール憲法は、
「所有権は義務を負い、所有権の実現は公共の利益に服さなければならな
い」と規定した。この原則を規定して以来、私有所有権は公共の利益に服
する義務を負うという原則、即ち、所有権の社会義務原則が、世界的な公
　　　　　　　　　　　　　　　（20）理としての意義がある法的原則になった。それ故、現代の市場経済の国に
おいては、法律は、公権力が私的所有権を剥奪することを禁止するもので
はなく、私有所有権は、いくら神聖なものであるとしても、公共の利益を
排除できるまでの地位を持たないのである。勿論、住民が生活を安定さ
（19）　本文において引用されたドイツ法律条文については、この論文の作者が自ら訳
したものである。訳文は、Schoenfelder，Deutsche　Gesetze，Verlag　C．H．Beek，
1994によるものである。
（20）　孫『徳国（ドイツ）当代物権法』（法律出版社1997年）188頁以下参照。
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せ、心のよりどころとなる基本的な条件として、私有財産権が公権力によ
って任意に剥奪されることは許されない。ここで、私有財産権を剥奪する
基本条件が非常に重要となる。即ち、公共の利益の需要および剥奪された
個入に公平な補償を与えることである。
　市場経済の国における一般的な経験に基づき、中国物権法でも、公権力
による私有財産所有権に対する不当侵害を制限するために基本となる基準
が確立されなければならない。即ち、公権力による私有財産所有権の剥奪
および制限は、公共の利益のために限るという厳格な制限を設けなければ
ならない。しかも、当事者には正当な補償が与えられるべきである。
（3）具体的な問題点
以上の前提に基づいて、以下のいくつかの問題を解決する必要がある。
　（a）公権力による私有財産所有権に対する如何なる制限も、私有財
産の剥奪および権利者の権利行使を制限することを含めて、すべて公共
の利益に限って行われる。公権力から支持を得る商行為のみならず、公
権力が商業に関与する行為も、私有財産所有権を剥奪および制限する根
拠とはならない。例えば、政府が商業的開発を行うために、建造物を取
り払って他所に移す行為は、私有財産所有権を剥奪および制限する根拠
となることができない。このような行為は、購入またはその他の契約に
従わなければならない。
　この意義での「公共の利益」の解釈は、厳格な法的基準があるべきで
ある。世界的に公認される基準に言う社会の公共の利益とは、公共道路
交通、公衆衛生医療、災害の防止、科学および文化教育、環境保護、文
化財および景勝地域の保護、公共水源および水利、森林保護、および国
家により法律で規定された公共の利益を指すべきである。一般的に言え
ば、公共の利益とは、納税者の財政的負担を必要とし、あるいは公益的
な寄付支持である。営利を目的とする教育、体育、医療などの施設は公
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共の利益とすることができない。
　　（b）私有財産所有権の剥奪および制限は、厳格な法律上の規定に基
づかなければならない。例えば、公共の利益という概念を確立する必要
　　　　　　　　　　　　　　　　　（21）があるとき、国家政府側が徴収と徴用を行う。法律上の規定には、次の
3つの規範を含めるべきである。すなわち、①実体法規範であるこ
と。即ち、徴収および徴用の具体的条件の法律規範である。②　組織規
範であること。つまり、徴収および徴用の実施者をどのように構成する
かの規範である。如何なる政府機関も、私有財産に対する徴収と徴用の
主張ができないことは、明らかである。③手続法規範であること。徴
収にしても、徴用にしても、厳格な手続を規定しなければならない。そ
の他の私有財産所有権を剥奪または制限する行為、例えば、建造物を取
り払って他所に移す行為は、私有財産所有権の剥奪および制限に関する
規定を参照し、行うことができる。
W　住宅所有権の問題
　（1）人間の生存と住宅所有権
　住宅は人間の生存と発展の基本条件である。それ故、住宅に関する権利
は基本的人権の一つである。中国において不動産市場および住宅制度の改
革が始まった状況の下では、住宅所有権は、中国における都会と農村の住
民住宅問題を解決する主たる法律上の手段である。それ故、住宅所有権
は、大衆が広く注目する焦点になった。住宅所有権に対して、中国は最も
（21）徴収と徴用の具体的な意見について、中国物権法の課題グループの「中国物権
法草案建議稿」を参照。社会科学文献出版社2000年度版191頁以下。中国現行法に
おいて、徴収と徴用の2つの概念は混乱している。例えば、土地管理法第46条は、
「国が土地を徴用するとき、法定手続の認可に基づき、県以上の地方人民政府で公
告し、実施を組織する」と規定している。この条文で規定されている徴用とは、実
際には、法律上の徴収である。物権法において、両者を明確に区別すべきである。
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完全で、かつ、科学的な法律規定を持たなければならない。なぜならば、
これは、人々の生存と発展にかかわる最も具体的、かつ、重要な法律問題
だからである。現行法においては、住宅所有権に関する規定が著しく遅れ
ている。現実的でなく、また規範的でもない方法が多数出現した。例え
ば、「部分産権（部分所有権）住宅」および「使用権を有する住宅」等は法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（22）理論に適合せず、現行法上の根拠がない実施方法である。これらの非規範
的なやり方は、大衆の住宅権の保護には全く不利益である。これらの問題
は、学説上すでに批判があった。
（2）具体的問題
そのほか、以下の問題については検討する必要がある。
　（a）住宅所有権と敷地使用権　　住宅所有権と敷地使用権に関連す
る間題については、法律上の規定がない。これについての学説上の検討
も不十分である。法理論によれば、所有権は永久的な権利である。その
存在は、存続期間を予定してはならない。所有権の処分および消滅期間
　　　　　　　　（23）を約定してはならない。しかし、中国においては、自然人および法人が
住宅のために占有している土地は、現行法上、使用権しか有することが
できない。所有権ではない。しかも、この使用権は、期間制限がある権
利である。そうすると、法律上、一つの問題が出てくる。即ち、住宅所
（22）　「部分産権（所有権）住宅」と「使用権を有する住宅」とは、都市・鎮の居住者に
対する住宅制度の改革から生ずる所有権に関する問題であり、臨時的法律措置の一
種である。都会と田舎町の住宅制度の改革において、職員が住居するが、もともと
は政府が所有するか、または職員の所在企業が所有する住宅を職員に売り、私有住
宅となった場合において、職員に全部の代金を支払う能力がないとき、または市場
価格に従って購入する代金が納められないときには、政府または職員の所在企業が
住宅所有権の一部または全部を留保することにした。職員は「部分産権」あるいは
「住宅所有権」しか獲得しなかったのである。このような方法は法律上の根拠がな
い。それ故、彼らは、物権の法定原則に違背したのである。司法において、この権
利をどのように維持するかについて、多くの疑問もある。
（23）　史尚寛「物権法論」、榮泰印書館株式会社1979年、第56頁。
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有権が土地使用権の期限制限を受けるかどうかという問題である。この
問題について、現行法律は規定していない。関係行政管理部門の解釈に
よれば、住宅所有権が当然土地使用権の期限を受けるべきであるという
ことである。即ち、土地使用権の期限が満了し、権利者に延期する必要
がある場合、その者は土地を使用する費用を再び納めなければならな
い。そうしなければ、政府側が土地を回収する。しかし、このような解
釈の正当性についてはまだ疑問がある。市場経済の国での住民が購入す
る住宅の費用は、自分の年収の6ないし10倍である。その売買は土地所
有権を含めた住宅所有権の売買である。住宅は永久に住民個人に帰属す
る。現在、中国における通常の土地価格および住宅価格は、その他の市
場経済国の標準価格をはるかに超えている。他の市場経済国と比べれ
ば、中国は社会主義国家であり、人民は政治上国の主人であるのだか
ら、政府側は人民の正当な利益をもっと尊重すべきである。それ故、中
国の住民は永久的な住宅所有権および永久的な土地使用権を当然に購入
することができるというべきである。
　それ故、物権法においては、住宅所有権および土地使用権を処理する
ための法律上の規範を設立すべきである。つまり、住民の住宅所有権
は、土地使用権の期限に制限されないことを承認する。住宅を占有する
ための土地使用権の期限が満了するときには、その期限は自動的に延長
される。政府側は無償で土地を回収してはならない。さらに、住宅も無
償で回収してはならない。このような規定は経済上正当性があり、法理
論上も比較的妥当性がある。この原則は、都会および農村地域の非行政
割当方式の土地使用権にも全て適用すべきである。
　（b）共同住宅の法律関係　　共同住宅の法律関係の問題について、現
行法の規定は、相当な盲点がある。共同住宅とは、多数の人が共同して
一つの建物に居住し、各居住者が特定支配する空間に対し、特定的な権
利を有する住宅のことである。中国では、人口が多く、土地の資源が極
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めて不足なので、都市・鎮においては、共同住宅の方法でしか住宅問題
を解決できない。単一住宅という方法で、即ち、各居住者が一っの独立
の建物を有する方法では、住宅問題を解決できない。共同住宅の法律問
題は、非常に複雑である。各居住者は、支配する範囲がお互いに緊密な
関係にあり、分けることができない。しかも、ある部分は完全に重なっ
ている。各居住者は、法律上、所有権を有するが、権利者は目的物に対
して、法律上の処分（譲渡、賃貸等）しかできない。事実上の処分ができ
ない（例えば、取り壊す等）。このような法律関係は事実上ほとんどの都
市住民に関係している。従って、この問題を解決することは、社会の長
期安定に対して、重大な意義を持っている。
　　（c）共同住宅問題に対するドイツ法と日本法
　現在中国では、共同住宅の当事者の権利について、いまだ法律上の規
定が存在していない。学者は、台湾地域を通じ、日本の法学理論の解釈
を導入し、建物区分所有権と称する。業務部門は香港地域から「物業管
理」（不動産管理に近い概念）制度を導入して、単一住宅者と居住者全体
との間の利益協調に関する問題を解決する。しかし、物業管理者（不動
産管理者）は、住居する所有権者の団体の雇員または機構であり、居住
者の権利を代表することはできない。日本の建物区分所有権制度を間接
的に導入することは、法理論上はドイツの「住居所有権法」を参照する
　　　　　　　　　（24）ものであると考えられる。
　しかし、ドイツの「住居所有権法」の規定は、日本法と相当乖離して
いる。ドイツ法における住居所有権は、単一的権利ではなく、複合的権
　　（25）
利である。この権利は以下の権利を包含する。すなわち、
（24）　史尚寛・前掲注「物権法論」第109頁における区分所有権についての表現を参
照。「区分所有権」とは、ドイツ語で「Teileigentum」であり、ドイツの「住宅所
有権法」において、規定された一つの権利類型をいう。
（25）　孫『徳国（ドイツ）当代物権法』第212頁以下を参照。
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　①　第1に、居住者の全体あるいは一部は、彼らが共同支配する建物
全体および一部、敷地および建物の付属施設の持分所有権を有する。こ
の権利が基本的に有する内容は、建物全体が居住者全体の所有権が支配
する対象である、ということである。この法律の意義は、建物全体の完
全な良好性を保証し、居住者個人は建物に対する損害行為を防止し、居
住者全体の代表者は加害者に対して、法律措置を講じることができる、
というところにある。このような共同所有権の行使方法は、法律に従
い、居住者全体が住宅管理者を招聰することを許容し、又は住宅所有権
者の委員会を設立し、所有権者全体を代表して全体所有権を行使するこ
とである。居住者個人は、この権利について、一つの持分権（居住者が
建物を占有する面積と建物全体の面積との比例で確定する）を有する。そし
て、この持分に応じて義務を負う。
　②第2に、特別所有権であること。即ち、居住者個人が特定的に支
配する空間の所有権である。この権利は、中国台湾、日本では「専有
権」と称される。
　それゆえ、以下のことを注意すべきである。ドイツの民法学者によれ
ば、住居所有権とは、特別所有権および居住者個人の建物全体に対する
共有持分権を包含する。そして、一般に、特別所有権は、上述の共有持
分権に付属するものまたは必要な構成部分と解されている。そのことが
意味するのは、単一居住者（個人）の権利は、常に建物全体の利益に服従
　　　　　　　　　　　　　　　　（26）しなければならない、ということである。まさにこの特殊な共同関係に
おいて、ドイツ法は、住居所有権を持分共有および共同共有とは異なる
第三類型の共有であるとする。
　日本の「建物区分所有権に関する法律等」に関して、建物区分所有権
に対する処理方法は、まず、居住者の専有権の支配部分を区分する。そ
れ以外は共同支配部分を画定する。権利者は、共同支配部分に対する共
（26）　Baur／Stuener，Lehrbuch　des　Sachenrechts，16．Auflagem　Verlag　C　H．
Beck，1992，Seite309．
26　早法77巻2号（2002）
　　　　　　　　　　　（27）有持分権および義務を有する。権利者が支配できる専有部分と共同支配
部分との関係は、法律上、ドイツ法と類似する規定がない。第三類型の
共有については、法理論上もそのような解釈は存しない。
　ドイッ法と日本法の相違は、ドイツ法が建物全体の権利を非常に強調
し、居住者個人が建物全体の維持責任を有することを強調する。他方、
日本法は、居住者個人の権利を比較的強調し、居住者間の関係を民法の
相隣関係の規定に基づき処理する。法理論上の分析によれば、ドイツ法
の規定の方が優れているというべきである。建物には多数の居住者が居
住し、しかも建物の全ての部分は、居住者全体と利害関係があるため、
居住者全体は一つの利害共同体を形成し、建物全体は居住者全体の権利
の客体になる。共同住宅の居住者全体は、当然には個別に建物に対する
権利を行使できない。例えば、他人が建物に対して、侵害する場合、居
住者個人に対する侵害ではないので、この侵害は、建物全体の権利者に
よって排除されうる。それ故、共同住宅の共同関係は、相隣関係で処理
することができない。法律上、まず、居住者全体の権利義務関係を設立
し、居住者個人に対しては、全体利益への服従義務を強調しなければな
らない。
　以上のことから、中国物権法における共同住宅の法律に関する規定
は、以下の3つの要点を押さえて規定すべきである。
　①　第1は、「第三類型共有」の理論に基づき、居住者全体の建物全
体に対する権利義務関係を合理的かつ明確に規定すること。建物の自然
的な特性で、共同住宅の各権利者は自然に一つの全体権利者を形成して
いる。それ故、この原則の核心は、居住者が建物全体に対して責任を負
うことを強調し、建物全体、建物敷地および付属施設の持分権を有し、
持分に基づく義務を負うことである。
（27）　当該法律の名目および内容に関しては、温豊文の訳した「有関建物区分所有権
等之法律」を引用した。当該訳文は、温豊文『建築物区分所有権之研究』（三民書
局株式会社1992年）188頁以下参照。
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　②　第2は、所有者からなる権利行使機構を設立すること。共同住宅
の所有者は、建物全体の権利について、個別的に行使できず、権利者全
体で行使できる。それ故、居住者全体の権利行使機構を設立すべきであ
る。この機構は政府機構ではなく、例えば、住民委員会などである。サ
ービス機構でもない、例えば、物業管理者（不動産管理者）等である。こ
の機構は、所有権者全体を代表しなければならず、建物全体に対する権
利を行使する責任を負う。この構成は、民法総則での非法人団体の規定
に基づき、居住者大会あるいは管理委員会の体制を確立し、現在の不動
産管理はこの体制とよく連繋する。
　③　第3は、居住者の専有部分に対する権利、即ち、特別所有権につ
いては、権利者が目的物に対する事実上の処分を明確に制限することを
除いて、法律上、一般の単一所有権の特性とは違いがないこと。権利者
は、一般所有権の原則を参照し、この権利を享有する。
　以上の問題は、問題のすべてではないが、とりわけ物権法立法におけ
る所有権に関する部分は、中国に市場経済体制を確立する上での核心的
な問題であり、解決されるべき最も重要な問題である。これが適切に解
決されなければ、市場経済における法律制度の最も重要な部分が放置さ
れることになる。所有権問題の解決なくして、中国の市場経済の、更な
る先の次元、更なる高い段階への発展は不可能であろう。
